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研修のねらい

BCPの必要性を認識していただく

（活用ツール）

 障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイド

ライン

 新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画（ひな形）

 （様式）ツール集

できることからまずBCP作成に取り組んでいただく
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共通事項

（１）ガイドラインの利用方法

（２）BCPにおける重要な取組

（３）新型コロナウイルス感染症BCPとは（自然災害BCPとの違い）

（４）障害福祉サービス事業者に求められる役割

（５）BCP作成のポイント
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1. 本ガイドラインは、３－２、３－３、３－４において、新型コロナウイルス感染

（疑い）者発生時の対応事項を詳細に記載しています。

2. 「新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画」のひな形における「対

応事項」に該当するものです。また、 BCP作成にあたって別添で（様式）ツール集

も添付しています

3. 「ひな形」の各項目について、ガイドラインを参考に各事業所における具体的な対

応を検討し、自事業所の実態にあったBCPの作成にご利用ください。

（１）ガイドラインの利用方法



 各担当者を決めておくこと（誰が、何をするか）

 連絡先を整理しておくこと

 必要な物資を整理しておくこと

 上記を組織で共有すること

 定期的に見直し、必要に応じて研修・訓練を行うこと 等

内容 BCP
感染対策

マニュアル

平時の取組 ウイルスの特徴 △ ◎

感染予防対策

（手指消毒の方法、ガウンテクニック等、含む研修）
△ ◎

健康管理の方法 △ ◎

体制の整備・担当者の決定 ◎ △

連絡先の整理 ◎ △

研修・訓練（緊急時対応を想定した） ◎ ○

備蓄 ◎ ○

情報共有 ◎ ○

感染（疑い）者発生
時の対応

情報発信 ◎ ○

感染拡大防止対策（消毒、ゾーニング方法等） △ ◎

ケアの方法 △ ◎

職員の確保 ◎ ○

業務の優先順位の整理 ◎ ×

労務管理 ◎ ×
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（２）BCPにおける重要な取組

※◎、○、△、×は違いをわかりやすくするための便宜上のものであり、各項目を含めなくてよいことを意味するものではありません

＜BCPと感染対策マニュアルに含まれる内容の違い＞
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（３）新型コロナウイルス感染症ＢＣＰとは

① 情報を正確に入手し、その都度、的確に判断をしていくことが重要
② 業務継続は、ヒトのやりくりが重要
③ 感染防止策が重要

項目 地震 新型コロナウイルス感染症

事業継続方針
◎できる限り事業の継続・早期復旧を図る

◎サービス形態を変更して事業を継続

◎感染リスク、社会的責任、経営面を

勘案し、事業継続のレベルを決める

被害の対象
◎主として、施設・設備等、社会インフラ

への被害が大きい
◎主として、人への健康被害が大きい

地理的な

影響範囲

◎被害が地域的・局所的

（代替施設での操業や取引業者間の補完

が可能）

◎被害が国内全域、全世界的となる
（代替施設での操業や取引事業者間の

補完が不確実）

被害の期間
◎過去事例等からある程度の影響想定が

可能

◎長期化すると考えられるが、不確実性

が高く影響予測が困難

被害発生と

被害制御
◎主に兆候がなく突発する
◎被害量は事後の制御不可能

◎海外で発生した場合、国内発生までの

間、準備が可能
◎被害量は感染防止策により左右される

事業への影響 ◎事業を復旧すれば業績回復が期待できる
◎集客施設等では長期間利用客等が減少

し、業績悪化が懸念される



6

①利用者の安全確保
 障害福祉サービス利用者は、相対的に体力が弱く、感染すると重症化する

リスクが高い

 集団感染が発生した場合、深刻な人的被害が生じる危険性があるため、利

用者の安全確保に向けた感染防止策をあらかじめ検討し、確実に実行する

②サービスの継続
 入所・入居系サービスや訪問事業所においては新型コロナウイルス感染症

拡大時に備え事前の準備を入念に進める

 通所事業所においても極力業務を継続できるよう努める

 業務の縮小や事業所の閉鎖を余儀なくされる場合でも、利用者への影響を

極力抑えるよう事前の検討を進める

③職員の安全確保
 感染拡大時に業務継続を図ることは、職員の感染するリスクを高めるほか

長時間勤務や精神的打撃など職員の労働環境が過酷になる

 労働契約法第5条（使用者の安全配慮義務）の観点からも、職員の感染防

止対策とあわせて、職員の過重労働やメンタルヘルス対応への適切な措置

を講じる

（４）障害福祉サービス事業者に求められる役割
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（５）ＢＣＰ作成のポイント

＜１＞事業所内を含めた関係者との情報共有と役割分担、判断

ができる体制の構築

 平時と緊急時の情報収集・共有体制や情報伝達フロー等の構築がポイント
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（５）ＢＣＰ作成のポイント

＜１＞事業所内を含めた関係者との情報共有と役割分担、判断

ができる体制の構築

 全体の意思決定者を決めておくこと、各業務の担当者を決めておくこと、

関係者の連絡先、連絡フローの整理が重要
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（５）ＢＣＰ作成のポイント

＜２＞感染（疑い）者が発生した場合の対応

 感染（疑い）者が発生した場合でも、利用者に対して必要な各種サービス

が継続的に提供されることが重要

 対応について整理し、平時から訓練（シミュレーション）を行うことが

有用

＜３＞職員確保

 職員が感染者や濃厚接触者となること等により職員が不足する場合がある

 職員が不足した場合、交差感染のリスクが高まるため、感染対策の観点か

らも職員の確保は重要

 事業所内・法人内における職員確保体制の検討、関係団体や都道府県等へ

の早めの応援依頼を行う
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（５）ＢＣＰ作成のポイント

＜４＞業務の優先順位の整理

 感染防止対策を行いつつ、限られた職員でサービス提供を継続する必要

があることを想定する

 可能な限り通常通りのサービス提供を行うことを念頭に、職員の出勤状況

に応じて対応できるよう、業務の優先順位を整理しておく
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（５）ＢＣＰ作成のポイント

＜５＞計画を実行できるよう普段からの周知・研修、訓練
 危機発生時において迅速に行動が出来るよう周知する

 平時から研修、訓練（シミュレーション）を行う

 最新の知見等を踏まえ、定期的に見直す
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1. BCP作成時は、ひな形などを有効に活用する。

2. BCP作成後は、定期的に訓練（シミュレーション）を実施し、職員へ
の周知と課題を洗いだす。

3. 課題を見直し、BCPの修正を繰り返すことで、事業所に適したより良い
BCPが作成できる。

まとめ


